
あっせんの申立てについて議第 ８０号 議案

条例外議案の概要 総務企画委員会議案説明資料
令 和 ８ 年 ３ 月 １ ６ 日
復 興 ・ 危 機 管 理 部

１ 趣 旨

東京電力ホールディングス株式会社（以下、「東京電力」という。）

に対して行った令和元年度及び２年度の損害賠償請求の不払い額

について、今後の進展が見込めないことから、原子力損害賠償紛

争解決センター（以下、「ＡＤＲセンター」という。）に対して、新たに

あっせんの申立てを行うこととし、地方自治法第９６条第１項第１２

号の規定により、議会の議決を求めるもの。

なお、これまで損害賠償請求を行った平成２３年度から令和６年

度分までの損害賠償等の状況については、別紙のとおりである。

２ 概 要

（１）あっせんの申立て先

原子力損害賠償紛争解決センター

（２）申立ての相手方

東京電力ホールディングス株式会社

（３）和解仲介の申立て内容

① 申立て予定額 ３億９，３０６万１，９８１円

② 申立て予定額に対する遅延損害金（年５％）

③ 既に受領した損害賠償金に対する遅延損害金（年５％）

３ あっせんの申立てを行う理由

県は、令和元年度及び２年度に原発事故被害対策に要した費用

について、東京電力に対して損害賠償請求を行ったが、東京電力

の対応は次のとおりであった。

○ 原発事故被害対策に要した費用は、全て賠償の対象とされ

るべきとの県の主張に対し、東京電力は、これまでと同様、法

令・政府指示等に基づく実施や負担を余儀なくされた費用以外

は、賠償の対象外としている。

○ その結果、事業費については一部を、人件費については全

額を不払いとし、賠償額の割合は、令和元年度分が５割程度、

令和２年度分が３割程度となっている。

このことから、県は、東京電力が令和元年度及び２年度の不払い

額並びに遅延損害金を支払うよう、ＡＤＲセンターに対して、あっせ

んの申立てを行うものである。



条例外議案の概要

和解契約
締結

本和解案
和解案
骨子

和解仲介
申立て

東電との
一部合意

事業年度

H29.4.5H28.12.9H28.11.11H27.3.30
H26.11.26平成23年度

H27.8.4平成24年度

R5.7.31R4.5.20R3.12.8
H29.7.26

H27.12.2平成25年度

H28.5.9平成26年度

H30.1.31H29.10.4平成27年度

R8.2.16R7.5.13R3.12.27

H31.3.27平成28年度

R2.9.11平成29年度

R3.7.12平成30年度

※申立て予定額は、東京電力との一部合意の後に、再精査した額。

賠償
割合
(％)

賠償額(円)請求額(円)事業年度 うちADR
和解額(円)

うち直接
賠償額(円)

108.8133,989,701331,042,604465,032,305427,533,730平成23年度

96.7135,630,299612,547,658748,177,957774,030,879平成24年度

79.665,833,000403,954,690469,787,690590,098,238平成25年度

73.168,399,502246,850,876315,250,378431,268,749平成26年度

71.558,032,498176,770,301234,802,799328,620,675平成27年度

52.6審理中173,534,008173,534,008329,607,496平成28年度

40.6審理中170,706,907170,706,907420,115,502平成29年度

50.4審理中152,546,651152,546,651302,883,184平成30年度

45.5申立て予定155,117,531155,117,531341,149,361令和元年度

34.6申立て予定109,359,034109,359,034316,438,640令和 2年度

請求内容確認中293,377,852令和 3年度

請求内容確認中311,224,933令和 4年度

請求内容確認中445,197,933令和 5年度

請求内容確認中455,351,573令和 6年度

51.9461,885,0002,532,430,2602,994,315,2605,766,898,745計

※平成２５～２７年度のＡＤＲ和解額は、一括提示だったことから、申立て合計金
額の構成比を基に和解金額を按分して記載。

１ 申立て予定額の内訳 （単位：円）

２ これまでの和解仲介の申立て状況

３ 県（企業局請求分は除く）の事業年度別損害賠償請求等の状況

申立て予定額既受領額請求額区分事業年度

87,849,139155,117,531242,968,912事業費
令和元年度
(第11次請求)
R4.6月受領

98,180,449098,180,449人件費

186,029,588155,117,531341,149,361小計

102,407,935109,359,034211,814,182事業費
令和２年度
(第12次請求)
R7.3月受領

104,624,4580104,624,458人件費

207,032,393109,359,034316,438,640小計

190,257,074264,476,565454,783,094事業費

計 202,804,9070202,804,907人件費

393,061,981264,476,565657,588,001合計

別紙


